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１．背景と目的

　2008 年秋以降の世界的な景気の落ち込みで日
本経済も大きな打撃を受け，特に地方の経済活動
をいかに活性化するかは大きな課題となってい
る。このような地域経済の回復，活性化策の１つ
として環境ビジネスが注目され，国内においても
環境に関連したさまざまな経済対策が行われてい
る。このような環境と経済を結びつけた政策は今
後もますます増えると予想されるが，当然ながら
経済政策としての経済活性化の効果と同時に環境
負荷の低減が強く求められる。数年前に世界各国
で急速な広がりを見せたバイオ燃料生産も，その
目的は経済的な側面への効果と環境面への効果の
２つが挙げられている。１つはバイオ燃料という

新たな産業の創出が地域経済に大きな影響を与
え，雇用の確保や農産物の新たな需要の創出など
を通じて地域経済の活性化につながることであ
る。もう１つは，化石燃料を代替することで温室
効果ガス（GHG）の排出を抑制し，地球温暖化
問題の解決に貢献するというものである。このよ
うにバイオ燃料も環境と経済を結びつけた産業で
あることから，政策としてもその普及促進を積極
的に支援してきた。
　バイオ燃料が環境および経済に与える影響がど
れほどのものなのかの検証は，過去にいくつもの
分析・研究が行われてきた。経済面への影響につ
いてはプラントの経営分析や産業連関分析により
評価することができ，これまで多数の評価事例が
蓄積されている。また，環境面への影響として主
にライフ・サイクル・アセスメント（LCA）に
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要　　　旨

　地球温暖化などの地球環境問題は最近特に喫緊の課題となっており，経済政策も環境への配慮を
なくしては国民の理解が得られにくくなりつつある。バイオ燃料の導入は地球温暖化防止に貢献す
るのみならず地域経済に一定の経済効果をもたらすことから，環境と経済の両立に貢献する産業と
みなされている。しかし，バイオ燃料の諸効果については，環境面と経済面で全く別個に評価が行
われ，両側面を統合して総合的な評価を行った事例は少ない。本稿では北海道十勝地方でバイオエ
タノールが生産されるケースを想定し，北海道内を影響評価の対象範囲として，産業連関分析を用
いて地域経済効果とCO2 排出変化量を計測した。そして環境効率指標を用いて環境面への影響と経
済面への影響を統合し，バイオ燃料の導入が地域における環境と経済の両立に貢献するものなのか
を検証した。
　分析の結果，十勝地方でのバイオ燃料生産はガソリンに比べCO2 の排出増加を極力抑制しながら
より高い地域経済効果を求めることができ，バイオ燃料の導入が地域における環境と経済の両立性
の確保に貢献しているという結論を得た。今後バイオ燃料をより環境にやさしい製品とするために
は，域内で生産されるCO2 排出原単位が低い部門の原材料を多く投入する努力が必要である。
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よりGHG削減量や投入・産出エネルギー量など
が計測されている。しかし，環境面を評価する
LCAは個別のプラントでのバイオ燃料生産を評
価するに留まり，新たな需要創出による他産業へ
の経済波及効果が地域環境に及ぼす影響までは評
価できないという課題が残されている。バイオ燃
料の導入を環境経済政策として考える場合，それ
が経済活性化と環境負荷の低減を同時に達成でき
環境経済政策として有効なのかどうかは，地域全
体を対象としたマクロ的な視点から検証すること
が必要である。そのためには，マクロ経済分析の
ツールである産業連関分析を適用したうえで，環
境効率指標により環境面への影響と経済面への影
響を統合化することが有効と考えられる。環境効
率指標とは，環境負荷発生量単位あたりでどのく
らいの経済的価値や生産量を生み出すことができ
るかを評価する指標であり，この指標を用いるこ
とによって環境面への影響と経済面への影響を１
つの指標により示すことができ，環境と経済の両
立性を検証することができる。
　以上のような背景から，本稿では北海道十勝地
方でバイオエタノールが生産されるケースを想定
し，北海道内を影響評価の対象範囲として，まず
産業連関分析を用いてバイオ燃料の需要増に伴
う地域経済への影響およびこれに伴う地域内の
GHG総排出量の変化を定量的に計測する。そし
て算出された地域経済効果とGHG排出量をもと
に，環境効率指標を用いて環境面への影響と経済
面への影響を統合し，バイオ燃料の導入が地域に
おける環境と経済の両立に貢献するものなのかを
検証することを目的とする。
　北海道十勝地方でのバイオエタノール生産を事
例として取り上げる理由は以下の２点である。第
１の理由として，北海道十勝地方におけるバイオ
エタノール生産が国内における商業実証プラン
トとして建設が決定した最初の事例であるため
である。第２の理由としては，本稿の分析に必
要不可欠なLCAによるGHG排出量の算定が，当
該事例を対象に行われていた点である（Masuda

（2008））。
　本稿の構成は以下の通りである。まず本節に続
き，第２節でバイオ燃料の影響評価および環境効
率指標の適用研究という２つの視点から既存研究

を整理し，第３節では，本分析に適用するために
修正を施した北海道産業連関表の修正手順につい
て解説する。第４節でCO2 波及効果およびCO2 効
率を定義し，第５節で分析シナリオについて触れ
る。そして第６節で結果を考察し，第７節で結論
をまとめる。

２．既存研究の整理

　本節では，バイオ燃料の影響評価および環境効
率指標の適用研究という２つの視点からの既存研
究のサーベイにより，本稿の特徴を明らかにす
る。
　まず，バイオ燃料の生産に伴う環境影響や経済
的な効果を個別に評価した論文は数多い。環境影
響の評価研究ではLCAによる評価が中心であり，
地域や原料を特定したバイオ燃料生産システムを
評価したもののほか（Masuda（2008），佐賀他

（2008），Pimentel and Patzek （2005），Shapouri 
et al. （2002））(1)，異なるいくつかの生産システム
を導入した場合の環境負荷への影響を分析した研
究（Contreras et al. （2009））や，LCAの結果の
ばらつき要因を明らかにする研究（Cherubini et 
al. （2009））なども行われている。また，LCA以
外の手法を用いた研究としてはCavalett（2010）
が挙げられる。この論文では，ブラジルでのバイ
オディーゼル燃料（BDF）生産を取り上げ，エ
メ́ルギー（Emergy）会計やマテリアルフロー会
計を用いてCO2 排出量やエネルギー収支を評価し
ている。この結果，BDFは完全な再生可能エネ
ルギーとは言えないこと，また原料の大豆生産に
多くのエネルギーが投入されていることを明らか
にしている。
　一方，経済面の影響を評価している研究につ
いては，マクロ経済的な分析（Evans （1997），
Urbanchuk （2009））やプラントレベルのコスト
分析を行った研究（Polagye et al. （2007））など
が行われている。Evans （1997）では，バイオエ
タノール産業は農業所得 45 億ドル，雇用を 19
万 2,000 人，税収入を４億 5,000 万ドル増加させ，
連邦政府予算の支出を 35 億ドル削減し，貿易収
支を 20 億ドル改善させると評価している。また，
近年の研究としてUrbanchuk （2009）では，2008
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た点で先駆的な研究といえるが，指標算出の際の
ウェイト設定が恣意的である点，ミクロ的な費用
のみが取り扱われマクロ的な費用を考慮していな
い点が課題として指摘できる。
　最後に，環境効率指標を用いた既存研究は，
ネパールの製鉄業（Kharel and Charmondusit 

（2008））， オ ー ス ト ラ リ ア の 鉱 山（Berkel 
（2007）），E-コマース（Abukhader （2008）），オー
ストラリア・クイーンズランドの食品加工業

（Pagan and Prasad （2007）），イタリアのタイル
産業（Breedveld et al. （2007））など数多い。こ
の他，国や地域全体に環境効率指標を適用した
マクロ的な分析を行っている研究はJollands et 
al. （2004）とSeppala et al. （2005），Mickwitz et 
al. （2006）を挙げることができる。Jollands et al. 

（2004）は主成分分析を用いたニュージーランド
における政策立案者向けの環境効率指標集計手法
を提示している。この論文では，評価した５つの
集計方法のうち２つの方法では 1994/95 年から
1997/98 年までの間において，ニュージーランド
の包括的環境効率が改善していることが示されて
おり，主成分分析を用いた集計手法は環境効率の
集計に有効であると指摘している。Seppala et al. 

（2005）はフィンランドの一地方を事例に，LCA
を基礎とした環境効率指標を構築，その一部の試
算を行い，指標の長所・短所について論じている。
また，Mickwitz et al. （2006）は，地域における
環境効率指標構築の意義と課題を列挙し，地域に
おいても環境効率指標構築のために必要な情報に
不足はないものの，情報を有する者と有しない者
での共有ができていない状況にあり，環境効率指
標を作成する段階で多数のステークホルダーが関
与するとこの情報の非対称性は効率的に低減でき
ると指摘している。
　これまで見てきたように，バイオ燃料の評価研
究に関しては環境面，経済面それぞれの側面から
バイオ燃料の効果を分析した論文は多数あるもの
の，環境効率指標などにより環境面と経済面を統
合して，包括的な指標によりバイオ燃料評価を
行っている研究は数少なく，特に国や地域レベル
といったマクロ的な視点から分析を行った研究は
著者の文献サーベイにおいては，上記で紹介した
Nguyen and Gheewala （2008），Hu et al. （2004）

年のアメリカにおけるバイオエタノール生産によ
り 588 億ドルのGDP増加がもたらされ，41 万人
分の雇用を増加させたとしている。これに加え，
2008 年に行われた新たなバイオエタノールプラ
ントの建設により 44 億ドル，５万 6,000 人の雇
用がもたらされたことを明らかにしている。
　バイオ燃料からバイオマス利活用まで範囲を広
げると，地域経済への影響を分析したものとし
て，國光・上田（2006）や保永（2006）などがあ
る。國光・上田（2006）では，タイにおける籾殻
発電を事例として籾殻発電により既存の電力供給
の一部が置き換えられることで地域経済にどのよ
うな変化が現れるかを産業連関分析により明らか
にしている。また，保永（2006）では，産業連関
分析の手法を用いて北海道において農業有機質資
源の循環利用が行われることによる効果を定量的
に明らかにしている。このように，産業連関分析
を適用してバイオマスの利活用の効果を定量的に
把握する研究はこれまでも多数行われている。
　バイオ燃料の環境面と経済面の双方を捉えた研
究はあまり多くはないが，このような研究の１つ
としてまずNguyen and Gheewala （2008）の研究
が挙げられる。この研究では，LCAをベースに
タイにおけるバイオエタノール生産・流通による
環境負荷削減効果を計測し，同時に環境外部費用
も計算して燃料価格に上乗せし，ガソリンとバイ
オエタノール（E10）のコストパフォーマンスを
比較している。しかしながら，この研究における
環境外部費用はスウェーデンで計測された費用を
スウェーデンとタイのGDP比を用いてタイの環
境外部費用に変換しており，このような外部費用
の計算方法には疑問が残る。もう１つの研究事例
としてはHu et al. （2004）が挙げられる。Hu et 
al. （2004）はバイオ燃料のLCAをベースに経済面，
環境面，エネルギー面の３側面を総合的に評価す
る指標を提示している。この研究では中国広西県
において通常のガソリンを使用した車両とキャッ
サバ原料のE85 を使用した車両を 20 万km走行さ
せた場合を想定し，LCAによって得られたエネ
ルギー消費および環境負荷排出量に原料生産から
車両の廃棄までにかかる総費用を組み込んだ新た
な指標を構築している。この研究はバイオ燃料の
個別の指標を統合した新たな総合的指標を提示し
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存の北海道表では 104 部門の中にバイオ燃料の生
産額は含まれていない。したがって，バイオ燃料
部門が石油製品部門の一部に置き換わることを想
定し，既存の北海道表にバイオ燃料部門を追加す
る修正を加える。
　北海道表にバイオ燃料部門を追加するために
は，まずバイオ燃料部門の生産規模を明確にする
必要がある。現在，十勝地方で行われているのは
規格外小麦やてんさいを用いたバイオエタノール
の生産であるが，本稿は規格外小麦のみを原料
としてバイオエタノールを生産した場合を想定
する。これは，産業連関表の部門分割に必要な
データをMasuda（2008）のLCAから得ており，
この研究では規格外小麦を原料とするバイオエ
タノール生産のみを対象としているためである。
Masuda（2008）から，十勝地方で発生する規格
外小麦は年間およそ２万 4,000tで，これから生産
されるバイオエタノールは１万 490KL，E3 に換
算すると 34 万 9,668KLとなり，これがガソリン
を代替することになる。北海道内のガソリン販売
量は 247 万 2,448KLなので，E3 はこの約 14％を
占める（第１表）。
　次に，この生産量からバイオ燃料部門の域内生
産額を推計する。そのためにはE3 の価格が必要
となるが，これについてはE3 はその 97%がガソ
リンであり，またガソリンを代替する燃料である
ことなどを考えると，E3 価格はガソリン価格で
代替することが妥当と思われる。したがって，本
分析ではE3 の税抜き小売価格がガソリンの税抜
き小売価格と同じと仮定し，域内生産額を算出す
る。
　石油情報センター（online）によると，2003 年
当時のレギュラーガソリンの平均小売価格は 103.4
円/Ｌで，この価格にはガソリン税 53.8 円/Ｌが
含まれておりガソリン本体の価格は 49.6 円/Ｌと
なる。2009 年２月からE3 はエタノール分の３%
が非課税になっており，E3 のガソリン税はE3 容
積の 97%に相当するガソリン分のみ課税対象とな

程度しか見あたらない。また，環境効率指標をバ
イオ燃料に適用した既存研究は著者のサーベイ範
囲内では見られず，またバイオ燃料に限らず地域
レベルに適用した事例も数は多くない。
　以上のような既存研究のサーベイ結果から，本
稿ではバイオ燃料生産が地域全体にどのような影
響を与えるのかといったマクロ的な評価に環境効
率指標を適用し，経済面と環境面での効果計測を
行う。

３．産業連関表の修正

（１）　 基本構造の修正
　本稿では，北海道十勝地方でバイオエタノール
が生産されるケースを想定し，分析の時点で最新
版であった北海道産業連関表 2003 年延長表 104
部門表（以下，北海道表）を使用して分析を進め
る。しかし，2003 年当時はバイオ燃料の製造は
行われていなかったため，北海道表にもバイオ燃
料部門は独立した部門として設定されていない。
したがって，バイオ燃料部門を独立して取り扱っ
た産業連関分析を進めるためには北海道表を修正
しバイオ燃料部門を追加する必要がある。そこ
で，國光・上田（2006）における産業連関表の修
正方法を参考にし，北海道表にバイオ燃料部門を
追加し 105 部門表とする修正作業を行った。
　修正に際しての仮定について，まずバイオ燃料
部門で生産される生産物としては，具体的にはバ
イオエタノールやBDFなどがあるが，十勝地方
で生産が行われるのはこのうちのバイオエタノー
ルであり，これから作られるバイオエタノール
３％混合ガソリン（E3）は石油製品部門の生産
物であるガソリンを代替することとなる。した
がって，ここではバイオ燃料部門の生産物をE3
のみとし，北海道内においてE3 の需要が発生す
ることでガソリン需要を代替すると仮定する(2)。
前述のとおり，北海道表で基準とする 2003 年の
時点ではバイオ燃料の生産は行われておらず，既

第１表　エタノールとE3 の生産量とガソリン販売量

数量（KL） データ出所
エタノール生産量 10,490 Masuda（2008）

E3 生産量 349,668 エタノール生産量より計算
北海道内ガソリン販売量 2,472,448 北海道経済産業局（online）
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る。したがってE3 の税額は 53.8 × 0.97 ＝ 52.186
円/Ｌと計算され，E3 の小売価格はE3 とガソリ
ンの課税前価格が同じ 49.6 円/Ｌとしても，ガソ
リン税額の違いから 49.6+52.186 ＝ 101.8 円/Ｌと
計算でき，本稿ではこの値をE3 ガソリン税込価
格と設定する。バイオ燃料部門の域内生産額はこ
のE3 価格に生産量を乗じて求められ，その額は
355 億 9,700 万円と計算される。（第２表）

（２）　 需要構造の設定
　当然ながら，バイオ燃料部門と石油製品部門で
はその需要先が異なる。これは石油製品部門の生
産物には航空燃料やナフサなども含まれているた
め，他部門での中間需要が多いのに対し，バイオ
燃料部門の生産物であるE3 はガソリンスタンド
での小売りが中心となることが想定されるためで
ある。したがって，需要先についてはもとの石油
製品部門からの按分計算は現実を反映していると
は言えず，新たに需要部門の数値を設定し直す必
要があるのだが，本稿では石油製品部門の需要構
造をベースに以下のとおりバイオ燃料部門の需要
構造を構築した。
　まず，E3 はすべて域内で最終需要として消費
され域内における中間需要や域外への移輸出はな
いものとする。北海道内のガソリン消費量とE3
の生産量から見ると，E3 販売量はガソリン販売
量の 14%にとどまることから，域外への移輸出
の余地はないものと推察され，移輸出が行われな
いという仮定は妥当と思われる。一方で，北海道
内においてE3 の中間需要が一切ないというのは
いささか強い仮定かもしれない。しかしながら，
現実のバイオエタノール生産・販売計画を見ても
E3 は事業者向けの販売よりもむしろガソリンス
タンドにおける一般消費者向けの販売が計画され
ていることに鑑み，中間需要分に関してはこれま
でどおりガソリンが需要されE3 は最終需要のみ
とした。したがって，バイオ燃料部門の域内生産
額Xeと最終需要合計額Feの間には
　　　Xe=Fe   （１）

が成り立つ。
　家計外消費支出，民間消費支出など最終需要内
の各項目への配分は石油製品部門における最終需
要合計に占める各項目の比率から按分した。す
なわち，Fpjをj項目における石油製品の最終需要，
Fpを石油製品部門の最終需要合計額とすると，j
項目におけるE3 の最終需要Fejは以下の式で表さ
れる。

　　　Fej=
Fpj
Fp
Xe  （２）

（３）　 投入構造の設定
　バイオエタノールは農産物を原料に生産される
ことから，バイオ燃料部門の投入構造は石油製品
部門と大きく異なる。例えば北海道表を見ると，
石油製品部門では原油・天然ガス部門からの投入
額が大きいが，バイオ燃料の生産には原油・天然
ガスの投入はないと考えられる。このようにバイ
オ燃料部門の投入構造を考える上では，実際の生
産工程に投入される中間投入財を整理する必要が
ある。
　第３表にはMasuda（2008）におけるLCAのイ
ンベントリから得られたバイオエタノール１万
490KL生産する際の中間投入財とそれを金額換算
した値を示している。Masuda（2008）のLCAに
おいては，バイオエタノールの生産には規格外小
麦，電力，重油，薬品，ガソリンの５項目のみ投
入されているという仮定の下で分析を行ってい
る。しかしながら，現実にはこれ以外にも様々な
財・サービスが投入されており，それらすべてを
細かく取り上げることは困難である。
　そこで，ここでは第３表に掲げたバイオエタ
ノール生産費目と石油製品部門の中間投入構造を
もとに，以下のようにバイオ燃料部門の投入構造
を構築した。第１に，第３表に掲げた５費目につ
いて北海道表の部門に対応させ(3)，費用額をその
まま当該部門の中間投入財投入額とした。第２
に，5 費目以外の投入財については，石油製品部
門の投入構造をそのまま適用し投入係数によって
生産額からの按分を行った。すなわち，apiを石油
製品部門におけるi部門の投入係数とすると，バ
イオ燃料部門におけるi部門の投入額Xeiは以下の
式で表される。

第２表　バイオ燃料部門の生産額の推計

E3 単価（円/L） 101.8
E3 生産量（KL） 349,668

バイオ燃料部門域内生産額（百万円） 35,597
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　　　Xei=apj・Xe   （３）

　第３に，バイオ燃料部門と石油製品部門の投入
構造の大きな違いである原油・天然ガス部門から
の投入について，バイオ燃料部門では投入額をゼ
ロとした。また，石油製品部門では非金属鉱物部
門へ副産物の販売があり，負値の投入額が計上さ
れている。しかし，これについても，バイオ燃料
部門から非金属鉱物部門への副産物投入は想定さ
れないことから値をゼロとした。さらに，規格外
小麦がバイオ燃料部門に投入されることにより，
従来飼料として畜産部門へ投入されていた規格外
小麦は減少する。このことによる影響を反映させ
るため，耕種農業部門から畜産部門への投入額を
バイオ燃料部門への投入額５億 770 万円分だけ減
少させた。
　さて，バイオ燃料部門の創設によりバイオ燃料
部門に中間投入を行う部門の生産額が変化してく
る。このため，当該部門の生産額をバイオ燃料部
門への中間投入額分だけ増加させ，それぞれの部
門の中間投入額および付加価値額の増加へと按分
した。このような波及効果に対してさらに中間投
入額分の生産量増加が各部門に生じる。波及効果
は次第に小さくなりつつも際限なく続くため，以
降は域内生産額に占める各項目の比率に応じてバ
イオ燃料部門へ中間投入を行う部門における域内
生産額の増加分を配分する調整を，波及効果によ
る域内生産額増加が１億円未満になるまで繰り返
した。ただし，石炭部門および原油天然ガス部門
については，域内生産ではなく移輸入が増加する
と仮定して調整を行った。これは域内におけるエ
ネルギー調達には限界があり，バイオ燃料部門に

よる当該部門の需要増加分は地域外に依存せざる
を得ないと考えたためである。
　次に，付加価値部門の構造であるが，これにつ
いても基本的には（３）式に基づいて石油製品部
門の投入構造から計上値を推計したが，以下の２
点の修正を加えた。１つは間接税項目で，第３表
のとおりバイオ燃料部門の間接税額はE3 用のガ
ソリンに課税される分の 182 億 4,780 万円となる
ので，この値をバイオ燃料部門の間接税額として
計上した。２つ目には，バイオ燃料部門から発
生する副産物である発酵残渣（Distiller’s Dried 
Grains，DDG）については家畜飼料としての利
用価値が認められており，（２）式に基づき石油
製品部門からの比率計算で求めた営業余剰の値
にDDGの販売収入１億 5,000 万円を加えた点であ
る。副産物収入のこのような取扱いは，産業連関
表における副産物の取扱い方法のうちの一括方式
をベースとしたものである(4)。一括方式は副産物
がこれと競合する財の量に対してわずかな場合に
適用される方法であるが，DDGと競合関係にあ
る財を生産する飼料・有機質肥料部門の域内生産
額が 213 億円であるのに対し，副産物収入は１億
5,000 万円と有機質肥料部門の域内生産額のわず
か 0.7%であり，その額から見ても家畜飼料の生
産に何ら影響を与えないという仮定も合理的と考
えられることから，本稿では一括方式を採用し
た。
　
（４）　 最終需要部門と付加価値部門の調整
　このような需要と供給の修正を行った結果，付
加価値部門および最終需要部門の間，すなわち産
業連関表のタテ計の域内生産額（中間投入＋付加

第３表　規格外小麦原料バイオエタノールの中間投入

費目 北海道表部門対応
金額

割合 単価 単価データ出所
（百万円）

小麦購入費 食用耕種農業 507.7 3.9% 20,716 円/t 十勝圏振興機構（2005）
バイオエタノール生産電力費 電力 54.9 0.4% 11.12 円/kwh 北海道電力（online）
バイオエタノール生産重油費 石油製品 63.5 0.5% 29.7 円/L 日本関税協会（2004）
バイオエタノール生産薬品費 その他食料品 71.1 0.5% Masuda（2008）

E3 用ガソリン購入費 石油製品 12,406.0 94.7% 36.6 円/L 石油情報センター（online）
内生部門計 13,103.3 100.0%

E3 用ガソリン税 間接税 18,247.8 53.8 円/L
DDG販売額 営業余剰 -150.0 20,400 円/t 十勝圏振興機構（2005）

合計 31,201.0

注． ガソリン単価は，北海道局 2003 年レギュラーガソリン平均卸価格 90.4 円/Lからガソリン税 53.8 円/Lを控除した値．
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価値）とヨコ計の域内生産額（域内中間需要＋域
内最終需要＋移輸出－移輸入）で数値の不一致が
発生する。これは北海道表においてこれまでにな
かったバイオ燃料部門が新たに追加され，さらに
バイオ燃料部門に中間投入財を供給する部門でも
生産額が増加するため，北海道の経済規模は拡大
し域内生産額が増加するためで供給側と需要側の
修正が整合的に行われないことが要因にある。産
業連関表は供給側と需要側での域内生産額の完全
一致が必要なため，付加価値部門と最終需要部門
の間において数値の調整を行う必要がある。
　ここではタテ計とヨコ計の差を付加価値部門で
調整した。すなわち，ΔXiをi部門におけるタテ
計とヨコ計の差，Vijをi部門の付加価値項目jの金
額，Viをi部門の粗付加価値計とすると，i部門の
付加価値項目jの調整額ΔXijは以下の式で表され
る。
　
　　　ΔXij=ΔXi・

Vij
Vi

   （４）

　以上のような修正の結果，修正後の域内生産額
は33兆4,979億円と修正前の域内生産額33兆4,975
億円より４億円ほど増加している。これはバイオ
燃料部門の発現に伴う投入・産出構造変化により，
これまで移輸入に頼っていた部分が域内生産へシ
フトした結果である。なお，修正後の北海道表は
14 部門に統合の上，本稿末尾に付表１として掲
げた。

４．CO2 波及効果とCO2 効率の計測

（１）　 分析の背景と目的
　本稿では産業連関分析によりバイオ燃料生産が
地域経済にもたらす地域経済効果を算出するが，
地域経済効果がもたらされる部門においては財の
生産量が増加するため，生産活動に伴うGHG排
出量も増加する。このことから，バイオ燃料部門
における生産量の増加は地域経済効果を通じた各
部門への生産量増加に伴うGHG排出増加を通じ
て，地域全体のGHG排出量を増大させる結果を
もたらすことが予想される。バイオ燃料は地球温
暖化防止の手段としてその役割が期待されている
ため，バイオ燃料部門の創設による地域のGHG

排出の増加は最小限にとどめるべきであろう。ま
た，Masuda（2008）でのLCAではバイオ燃料生
産に伴うミクロ的なGHG削減効果を分析してい
るが，特に本稿ではLCAでは捉えられない地域
全体でのGHG排出量変化も重要であると考える。
以上の２つの理由から，バイオ燃料部門が地域全
体のGHG排出量をどう変化させるかを把握する
ことが重要となる。そこで本稿では，バイオ燃料
生産が地域全体へもたらすGHG排出量変化を産
業連関分析により計測する。なお，分析ではデー
タ取得の関係から対象となるGHGをCO2 のみに
限定し，地域経済効果によってもたらされる地域
内のCO2 排出量変化をCO2 波及効果と呼ぶ。
　分析で得られた地域経済効果とCO2 波及効果の
２つの効果は，バイオ燃料の効果の中でも地域経
済と地域環境への影響を計測したマクロ的な視点
からの効果と言える。バイオ燃料の普及導入には
より高い環境負荷削減効果とより高い地域経済効
果の双方を達成することが求められるが，これら
の効果を別個の手法により評価すると両者の関係
を総合的に判断することができない。したがっ
て，バイオ燃料の総合的な評価を行うためには環
境面と経済面の総合的指標を構築し評価すること
が必要である。
　そこで，本稿ではバイオ燃料の環境面と経済面
の影響の双方を統合するための指標を提示し，こ
れを用いてバイオ燃料の環境面と経済面の効果を
統合し，双方を考慮したバイオ燃料の総合的評価
を行う。環境面と経済面を統合した総合的指標に
はさまざまなものが提案されている。例えばエコ
ロジカル・フットプリントやグリーンGDP，エ
ネルギー効率，環境効率指標などが挙げられる。
このうち環境効率指標とは環境負荷１単位あたり
の生産額，付加価値額などを計測する指標で，こ
れを計測することで一定量の環境負荷排出により
どのくらいの生産額や付加価値，利益を得ること
ができるかを把握することができる。本稿ではこ
れらの総合的指標のうち環境効率指標を適用し，
本稿の産業連関分析で得られた結果を利用できる
ように改良した上で，環境面と経済面の双方を考
慮したバイオ燃料生産の総合的評価を行う。
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（２）　 CO2 排出原単位
　南齋他（2002）では，産業連関表の各部門の生
産額あたりCO2 排出量データが示されている。こ
れはCO2 排出原単位と呼ばれ，生産額百万円あた
りのCO2 排出量（単位：ｔ-CO2/百万円）で定義
されている。本分析ではこのデータを用いて分析
を行う。南齋他（2002）によると，CO2 排出原単
位ベクトルeは，直接CO2 排出量ベクトルd，投入
係数行列A，輸入対角行列M，単位行列Iにより
以下の式で定義される。
　
　　　e=d｛I-（I-M）A｝-1  （５）
　
　しかし当然ながら，南齋他（2002）ではバイ
オ燃料部門，すなわちE3 生産に伴うCO2 排出原
単位は掲載されておらず，バイオ燃料導入による
CO2 波及効果を求めるためには独自にバイオ燃料
部門のCO2 排出原単位を推計する必要がある。そ
こで本分析ではMasuda（2008）のLCA結果をも
とに，独自にバイオ燃料部門のCO2 排出原単位を
推計した。
　第４表には規格外小麦原料のバイオエタノール
生産のLCAから得られたCO2 排出量が示されて
いる。前述のとおり，南齋他（2002）のCO2 排出

原単位は各部門の生産活動により直接的に排出さ
れるCO2 のほか，当該部門の生産活動に投入され
る原材料生産に伴うCO2 が計上されている。した
がって，この定義に合わせるため，第４表のCO2

排出量のうち原料生産からバイオエタノール製造
までのCO2 排出量を計算に導入した。さらに，本
分析ではバイオ燃料部門の生産物をE3 と仮定し
ているため，E3 に含まれるガソリンも投入物と
なり，この製造にかかるCO2 排出量もバイオ燃
料部門のCO2 排出量として考えなければならな
い。ガソリンの生産に伴うCO2 排出量は，南齋他

（2002）の石油製品部門のCO2 排出原単位を引用
し，ガソリン価格にCO2 排出原単位を乗じてE3
用のガソリン生産に伴うCO2 排出量を推計する。
推計の結果，バイオ燃料部門のCO2 排出原単位は
2.145t-CO2/百万円となった。

（３）　 CO2 効率
　第２節で紹介したHu et al. （2004）は，LCAか
ら得られたデータを基礎として用いていることか
ら，プラントレベルをベースとした環境効率を計
測している。本稿では，産業連関分析の結果を用
いて環境面への影響と経済面への影響をマクロ的
に評価できるように環境指標を改良する。まず，
環境効率は環境負荷量を分母，生産額や生産量な
どの駆動力を分子に置いた指標が主に用いられて
いるが，本稿では環境負荷量としてCO2 波及効果
を，分子には誘発GDP額を置くこととする。こ
れにより，産業連関分析で得られた結果を用いる
ことができるとともに，マクロ的視点からの環境
効率指標とすることができ，プラントレベルでの
効果分析ではなくマクロ的な視点からの経済効果
の評価が可能となる。
　以上のような改良を加えた総合指標としてCO2

効率を定義し分析に用いる。具体的には，本分析
におけるCO2 効率CO2effはCO2 排出増加量あたり
の域内誘発GDP額と定義され，CO2 波及効果を
ΔCO2，誘発GDP額をΔXとして以下の式で表さ
れる。
　
　　　CO2 eff =

ΔX
ΔCO2

  （６）

　すなわち，本稿におけるCO2 効率は 1tのCO2 排

第４表　バイオエタノール生産に伴うCO2 排出量

（t-CO2/GJ-fuel）
原料小麦生産 軽油 6.4

灯油 5.5
ガソリン 0.2
電力 0.9
肥料 7.8
種苗 0.7
農薬 1.6

原料小麦輸送 軽油 0.6
バイオエタノール製造 電力 9.1

重油 21.3
薬品 0.6

バイオエタノール輸送 軽油 0.0
E3 輸送 軽油 0.4
合計 54.9
出所：Masuda（2008）．

注⑴　上記はCO2 のみでCO2 以外のGHGは除いている．
　⑵　バイオエタノールはプラント内でE3 に加工されると仮

定しており，バイオエタノールの輸送のためのCO2 排
出量はゼロとしている．
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出増加によりどのくらいの地域経済効果がもたら
されるかを示す値である。

５．分析シナリオ

　本稿では，産業連関分析を用いてバイオ燃料の
需要増加による地域経済効果を算出し，これに産
業部門別のCO2 排出原単位を乗じることによって
地域経済効果による部門別のCO2 排出量を算出す
る。最後にこれらの数値を分母，分子とした環境
効率指標を導出し，バイオ燃料とガソリンの比較
を行う。分析シナリオとしては北海道内におい
てE3 １万KLの追加的需要が発生した場合を想定
し，これによる地域経済効果，具体的には誘発
GDP額を計測することとする。また，ガソリン
との比較を行うため，ガソリンを販売した場合
の誘発GDP額も同時に計測する。ただし，ガソ
リンとE3 では発熱量が異なるため，1 万KLのE3
と１万KLのガソリンは等しく扱うことができな
い。そこで，1 万KLのE3 を発熱量で換算しこれ
と等価のガソリン量を求め，ガソリンについては
E3 １万KLと発熱量等価の量を販売した際の誘発
GDP額を算出する。
　第５表に示すとおり，E3 １万KLと発熱量等価
のガソリンは 9,904KLとなり，E3 量よりもおよ
そ 100KL少ない量になる。これはE3 に含まれる
エタノールの発熱量がガソリンよりも低いため
である。しかしながら，両者を金額換算すると，
E3 には税控除があるため金額が 600 万円ほど低
くなる。本分析ではE3 で 10 億 1,800 万円分の最
終需要が増加したと考え，地域経済効果として
誘発GDP額を算出し，ガソリンについては 10 億
2,400 万円分の最終需要増加を想定する。
　ただし，これらの最終需要が増加した際もガソ
リンの場合は一部が移輸入で賄われ，域内の生産

増加に結びつくのは最終需要増加のうちの一部で
ある。本分析ではこの点を考慮した上で地域経済
効果を算出する。具体的には産業連関表から石油
製品部門の域内自給率を算出し，これを最終需要
増加額に乗じることで域内の石油製品部門にもた
らされる生産増加額を算出し，この生産増加額
から地域経済効果すなわち誘発GDP額を求める。
北海道表から石油製品部門の域内自給率を計算す
ると 33.3%となる。すなわち，域内でガソリンに
10億2,400万円の最終需要増加があったとしても，
域内の石油製品部門の生産増加に結びつくのはそ
の 33.3%の３億 4.100 万円ということである。し
たがって，ガソリンの地域経済効果は域内生産増
加額を３億 4,100 万円として算出した。一方，E3
については需要増加分をすべて十勝地方のバイオ
エタノールプラントからの供給で賄うとし，E3
の域内自給率は 100%として計算した。
　まとめると，北海道内で１万KLの燃料需要が
追加的に発生した場合，E3 ではこの１万KL分，
金額にして 10 億 1,800 万円分が北海道の需要増
加に結びつく一方，ガソリンでは一部が移輸入で
賄われるため北海道内の生産増加は３億 4,100 万
円となり，これらの域内生産増加額をもとにE3
とガソリンの地域経済効果を算出し比較を行う。
そして算出された地域経済効果をもとにCO2 波及
効果を算出し，バイオエタノール生産の導入が地
域環境へ与える影響も評価する。

６．結果と考察

（１）　 計測結果の概説
　地域経済効果の計測結果は第６表に示した。こ
の表から誘発GDP額を見ると，E3 を１万KL生
産した場合の誘発GDP額は７億 1,900 万円となる
一方，ガソリンを生産した場合の誘発GDP額は
１億 6,300 万円に留まり，その差は５億 5,000 万
円以上に達する。また，生産誘発係数で考える
と，E3 は 1.29，ガソリンは 1.16 でE3 のほうが高
い値となっている。このことから，北海道内にも
たらされる地域経済効果に関しては，ガソリンよ
りもE3 のほうが大きいといえる。

第５表　E3 とガソリンの発熱量・金額

単位
あたり
発熱量

数量 総発
熱量

燃料
単価 金額

（GJ/KL） （KL） （GJ） （円/L）（百万円）
E3 34.3 10,000 342,704 101.8 1,018
ガソリン 34.6 9,904 342,704 103.4 1,024

出所： 日本化学会（1995），Masuda（2008），石油情報センター
（online）．
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　次に，部門別の誘発GDP額の大きさを見る。
E3 の場合，バイオ燃料部門を除き誘発GDP額が
最も大きいのは石油製品部門の5,600万円である。
これはE3 製造に投入されるガソリンの生産誘発
によりもたらされる効果と考えられる。それ以外
の部門では金融・保険・不動産の 2,100 万円，運
輸・通信・放送の 1,900 万円，サービス業の 1,100
万円など第３次産業を中心に誘発GDP額が大き
くなっている。また，第１次産業では耕種農業に

500 万円の誘発GDP額がもたらされ，これは原料
作物である規格外小麦の中間需要から得られる効
果であると考えられる。一方のガソリンの場合
は，自部門の石油・石炭製品部門の１億 3,400 万
円以外に 1,000 万円を超える誘発GDP額がもたら
される部門はなく，金融・保険・不動産の700万円，
運輸・通信・放送の 600 万円程度であり，第１
次産業にもたらされる誘発GDP額も皆無である。
このようにガソリンの生産からは北海道内にはあ

第６表　地域経済効果の計測結果
（百万円）

E3 ガソリン E3 ガソリン
耕種農業 5.4 0.0 鉄鋼製品 0.1 0.0
畜産 0.8 0.0 非鉄金属一次製品 0.0 0.0
林業 0.0 0.0 金属製品 0.4 0.2
漁業 0.0 0.0 機械 0.2 0.1
鉱業 1.6 3.8 その他の製造品 0.6 0.2
と畜・肉・酪農品 0.0 0.0 建築 0.0 0.0
水産食料品 0.0 0.0 建設補修 1.1 0.4
その他の食料品 0.5 0.0 土木 0.0 0.0
繊維 0.0 0.0 電力・ガス・水道 3.9 2.8
製材・家具 0.1 0.0 商業 7.6 2.2
パルプ・紙 0.2 0.1 金融・保険・不動産 21.1 6.9
出版・印刷 0.7 0.2 運輸・通信・放送 18.8 5.8
化学製品 0.2 0.0 公務 0.1 0.1
バイオ燃料 582.9 0.0 公共サービス 5.8 2.0
石油製品 55.6 134.3 サービス業 11.4 4.0
石炭製品 0.0 0.0 事務用品 0.0 0.0
皮革・ゴム 0.0 0.0 分類不明 0.4 0.2
窯業・土石製品 0.1 0.0 内生部門計 719.7 163.3

生産誘発係数 1.29 1.16

注．生産誘発係数は粗生産額ベース（誘発粗生産額に占める直接生産増加額割合）である．
　　地域経済効果は 105 部門で計測したが，紙幅の都合上部門統合して計上している．

第７表　CO2 波及効果の計測結果
（t-CO2）

E3 ガソリン E3 ガソリン
耕種農業 0.4 0.0 鉄鋼製品 0.7 0.2
畜産 1.0 0.0 非鉄金属一次製品 0.0 0.0
林業 0.0 0.0 金属製品 0.4 0.1
漁業 0.0 0.0 機械 0.3 0.1
鉱業 0.1 -0.2 その他の製造品 0.5 0.2
と畜・肉・酪農品 0.0 0.0 建築 0.0 0.0
水産食料品 0.0 0.0 建設補修 0.6 0.2
その他の食料品 0.3 0.0 土木 0.0 0.0
繊維 0.0 0.0 電力・ガス・水道 20.8 12.0
製材・家具 0.1 0.0 商業 2.4 0.7
パルプ・紙 0.8 0.2 金融・保険・不動産 4.1 1.3
出版・印刷 0.7 0.2 運輸・通信・放送 35.3 10.4
化学製品 0.5 0.1 公務 0.0 0.0
バイオ燃料 2,210.5 0.0 公共サービス 0.8 0.3
石油製品 9.4 1,226.1 サービス業 4.8 1.6
石炭製品 0.2 0.1 事務用品 0.2 0.1
皮革・ゴム 0.0 0.0 分類不明 0.3 0.1
窯業・土石製品 0.9 0.4 内生部門計 2,296.4 1,254.3

注．CO2 波及効果は 105 部門で計測したが，紙幅の都合上部門統合して計上している．
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まり大きな地域経済効果がもたらされないことが
わかる。つまり，北海道内で発生した自動車用燃
料の需要増加を満たす場合，それをE3 によって
賄うほうがガソリンで賄うよりも北海道経済に与
える影響が大きいことが示された。
　第７表に掲げたCO2 波及効果の計測結果を見る
と，E3 の場合には合計で 2,296tのCO2 排出増加
が北海道内にもたらされることがわかる。一方
で，ガソリンの場合は 1,254tとなっておりE3 の
半分程度に留まっている。この結果はE3 よりも
ガソリンの方が地域内にもたらすCO2 波及効果，
すなわち生産活動の誘発によるCO2 排出増加はガ
ソリンの方が小さいことを示す。次に部門別の
CO2 波及効果を見る。ここで注意が必要なのは，

（５）式のとおり定義されるCO2 排出原単位を用
いて計算しているため，1 次CO2 波及効果はすべ
て直接生産が生じる部門に計上されている点であ
る。すなわち，E3 の場合はバイオ燃料部門，ガ
ソリンの場合は石油製品部門に計上されている値
は全部門における１次波及効果を含むものである
ことに留意いただきたい。
　E3 の場合はバイオ燃料部門自身以外には運輸・
通信・放送部門で 35t，電力・ガス・水道部門で
21tのCO2 排出増加が見られる程度である。また，
農業部門におけるCO2 排出増加はほとんどない。
ガソリンについても同様に石油製品部門自身にお
ける 1,226tのCO2 排出増加以外には電力・ガス・
水道部門で 12t，運輸・通信・放送部門で 10tの
CO2 排出増加が見られ，排出増加が大きい部門は
E3，ガソリンともほぼ同じである。
　以上のように，E3 の方がガソリンよりも地域
経済効果は大きいものの，排出されるCO2 もE3
のほうがより増加するという結果が得られた。こ
のような結果は地域経済効果とCO2 波及効果の大
きさの相対的な比較が必要となることを示してい
る。CO2 波及効果は必ずしも地域経済効果の大き
さに比例するわけではない。バイオ燃料に求めら
れるのはより大きな地域経済効果をもたらしなが
らCO2 排出増加をできるだけ抑制できることであ
り，このような産業にバイオ燃料部門が該当する
のかについては，本稿のこれまでの分析では明ら
かにすることができずCO2 効率指標の算出が必要
となる。

　地域経済効果とCO2 波及効果から求められる
CO2 効率は第１図に示されている。これを見
ると，E3 のCO2 効率はE3 で 31 万 3,400 円/ｔ
-CO2 ，ガソリンの場合で13万200円/ｔ-CO2となっ
ている。CO2 効率は，CO21tの排出増加により得
られる誘発GDP額を示しており，E3 のほうがガ
ソリンよりもCO2排出1tあたりの誘発GDP額が2.4
倍近く大きく，CO2 効率が高いことが示された。

（２）　 計測結果の考察
　E3 のほうがガソリンよりも地域経済効果，
CO2 波及効果ともに大きいという結果は，域内自
給率の関係から域内で発生する生産増加額がE3
とガソリンで異なることに起因する。北海道にお
ける石油製品の域内自給率は 33.3%であり，域内
の追加的燃料需要の２/３は北海道外で生産され
たガソリンが移輸入されることで賄われることを
意味する。したがって，北海道内において生産活
動がより活発化するE3 のほうが地域経済効果が
高くなることは必然の結果である。さらにE3 で
はガソリンに比べ北海道内での地域経済効果が大
きい分だけ各部門で増加するCO2 排出量も多くな
るのである。
　次に，地域経済効果とCO2 波及効果をそれぞれ
分母，分子にとったCO2 効率ではE3 のほうがガ
ソリンよりも高いという結果がもたらされた要因
は２つ考えることができる。第１にE3 とガソリ
ンの地域経済効果とCO2 波及効果が必ずしも比例
的に増加しないことである。E3 はCO2 排出原単
位の小さな部門への地域経済効果が大きく，ガソ
リンの場合はその逆の結果が得られている。実
際，地域経済効果の大きいバイオ燃料部門と石油
製品部門のCO2排出原単位はそれぞれ2.145t-CO2/
百万円，3.259ｔ-CO2/百万円となっており，バイ

第 1 図　CO2 効率の計測結果
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オ燃料部門のほうが小さい。第２に地域経済効果
の大きさがCO2 効率の向上につながっていること
を指摘できる。一般的に環境効率指標では環境負
荷量が同じでも経済駆動力すなわち分子の値が大
きいほど効率性は向上する。E3 のCO2 効率の高
さはその大きな地域経済効果に依存している部
分が大きいと考えられる。いずれにしろ，E3 の
CO2 効率がガソリンよりも高いということは，環
境効率指標を用いて環境面への影響と経済面への
影響の相対的な関係からみた場合，E3 のほうが
ガソリンよりも優位であることを示す。このこと
から，E3 はガソリンに比べCO2 の排出増加を極
力抑制しながらより高い地域経済効果を求めるこ
とができ，バイオ燃料の導入が地域における環境
と経済の両立に貢献していると言える。
　上で解説した結果は北海道十勝地方におけるバ
イオエタノール生産を事例として導かれたもので
ある。そのため，上記の結果を国内におけるバイ
オエタノール生産全般に一般化することはできな
いと考えられる。この理由は以下の２点である。
第１に，上記の結果はバイオエタノール生産の
LCA分析によるGHG排出量の計測結果を基礎と
しており，バイオエタノール生産におけるGHG
排出量は原料に何を用いるか，製造する燃料種は
E3かETBEかなどさまざまな要因によって異なっ
てくるためである。Masuda（2008）などバイオ
エタノール生産の既存研究を見ると，バイオエタ
ノール生産の中では特に原料作物の生産と燃料自
体の製造によりほとんどのGHGが排出されると
いう結果になっている。今回は規格外小麦原料に
よるバイオエタノール生産を想定したが，別の原
料からバイオエタノールを生産した場合は大きく
異なる結果となることが予想される。第２に，産
業連関分析を用いた本稿の分析では，どの地域を
対象として分析を行うかによっても結果が変わっ
てくると考えられるためである。すなわち，同じ
十勝地方を事例としても，北海道表を用いるのと
十勝支庁産業連関表や全国表を用いた場合では，
評価対象となる地域の大きさが異なり，必然的に
結果も変わってくることが予想されるのである。
　以上，分析結果および限界点をまとめたが，さ
らに残された課題は２点ある。第１に本分析は北
海道という限定された範囲を対象としたもので

あり，今回の分析で評価した地域経済効果およ
びCO2 波及効果は地域限定的なものである点であ
る。上記の一般化の問題とも関連するが，本分析
は北海道内に限定した影響を把握するのみで，北
海道内における需要を賄うために北海道外におい
てもたらされるCO2 排出増加は考慮されない。E3
については域内自給率 100%を仮定しているため，
第７表で掲げたCO2 排出増加量以外の域外におけ
るCO2 排出量増加は基本的に発生しないが(5)，ガ
ソリンの場合は追加的燃料需要の２/３を北海道
外の生産で賄っており，域外において生産増加が
行われCO2 排出増加が引き起こされる。特にガソ
リンとの比較においては全国での影響評価が特に
重要となる。本分析の結果を解釈する際には，こ
の点を踏まえる必要がある(6)。第２に本稿で適用
したCO2 効率は効率性を評価する指標であり，環
境負荷総量の抑制が達成されているかどうかを
判断する指標ではない点である。CO2 効率からは
CO2 排出量が地域として削減されているかといっ
た視点からの評価をすることはできず，他の指標
を用いて評価する必要がある(7)。
　本分析は上記のような課題を抱えているもの
の，これらはバイオ燃料の導入が地域における環
境と経済の両立に貢献しているという本稿の結論
を覆すものではない。上記の課題については稿を
改めて検討したい。
　最後に，本稿における分析は，北海道十勝地方
でバイオエタノールが生産された場合に，環境負
荷を最小化するようなシナリオ設定を行った上で
行ったものである。そのため，現在実際に十勝地
方で行われているバイオエタノール生産を評価し
たものではない点に留意いただきたい。

７．おわりに

　本稿では北海道十勝地方でバイオエタノールが
生産されるケースを想定し，北海道内を影響評価
の対象範囲として，まず産業連関分析を用いてバ
イオ燃料の需要増に伴う地域経済への影響および
これに伴う地域内のCO2 総排出量の変化を定量的
に計測した。そして算出された地域経済効果と
CO2 排出量をもとに，環境効率指標を用いて環境
面への影響と経済面への影響を統合し，バイオ燃
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料の導入が地域における環境と経済の両立に貢献
するものなのかを検証することを目的として分析
を行った。
　その結果，十勝地方でのバイオ燃料生産はガソ
リンに比べCO2 の排出増加を極力抑制しながらよ
り高い地域経済効果を求めることができ，バイオ
燃料の導入が地域における環境と経済の両立性の
確保に貢献しているという結論を得た。バイオ燃
料が主に第１次産業の生産物を原料にしているこ
とから，農業への地域経済効果が発生する。特に
北海道は農業が地域の基幹産業となっており，農
業に地域経済効果をもたらされることは，バイオ
燃料の導入が地域経済の活性化に貢献するという
期待に応えるものであることを示す。さらに，バ
イオ燃料はガソリンに比べ環境効率の向上に貢献
するという環境面の優位性も有している。
　しかし一方で，E3 の地域経済効果もそのほと
んどがバイオ燃料部門自らと石油製品部門への地
域経済効果であり，地域産業全般に広く効果が波
及するには至っていない。地域経済にいかに大き
な経済効果をもたらすかを考えた際のバイオ燃料
部門の今後の課題としては，域内で生産される原
材料をいかに多く中間投入し域外から移輸入され
る中間投入財を削減するか，さらにはバイオ燃料
部門自体の影響力を大きくするかという点が重要
になろう。またその際，バイオ燃料をより環境に
やさしい製品とするためには，域内で生産される
原材料の中でもGHG排出の少ない部門の生産物
をより多く使用する努力が必要である。そうする
ことで，バイオ燃料の導入により地域全体が持続
可能な方向へ向かっていくと考えられる。

　注⑴　LCAを用いたバイオ燃料の環境評価に関する研究事
例はVon Blottnitz and Curran （2007）やKendall and 
Chang （2009）にまとめられている。

　　⑵　本稿では北海道十勝地方でバイオエタノールが生産
された場合に，環境負荷を最小化するようなシナリオ
設定を行っているため，バイオエタノール生産・流通
における仮定は，現在実際に十勝地方で行われている
生産・流通方式とは異なっている。例えば，本稿では
E3 として道内に供給すると仮定しているが，実際には
十勝地方で生産されたバイオエタノールは本州へ輸送
されエチル・ターシャリー・ブチル・エーテル（ETBE）
に転換され供給されている。

　　⑶　その他食料品部門からバイオエタノール生産への投

入とは具体的には薬品を指す。バイオエタノール生産
に使われる薬品の多くは発酵に用いられる酵母菌など
であり，これらの製品の生産額は産業連関表において
はその他食料品部門に計上されている。

　　⑷　産業連関表における副産物の取り扱い方法には本分
析で採用した一括方式のほか，分離方式，トランス
ファー方式，マイナス方式（ストーン方式），分離方式，
表章方式などがある。これらの方法の詳細については，
総務省（2004）を参照のこと。

　　⑸　E3 の域内自給率が 100%であっても，その生産に移
輸入財が投入される場合には域外でのCO2 排出増加も
生じるが，本分析ではそれは考慮していない。

　　⑹　この問題を解決するには移輸入財の生産による環境
負荷を計算に入れる方法が考えられる。エコロジカル・
フットプリントでは環境負荷排出の起因となる主体に
帰属させる方法が採用されている。エコロジカル・フッ
トプリントの詳細はワケナゲル他（2004）を参照のこと。

　　⑺　この点は山本（2008）41 頁でも指摘されている。
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Evaluating the Economic-Environment Co-Benefit of Bio-Fuel Production; 
An Application of Eco-Efficiency

Takashi HAYASHI

Summary

　　Global warming and other environmental issues are assuming growing importance. For this reason, recent 
economic policies are finding it increasingly difficult to earn public acceptance unless they have somewhat eco-
friendly components. The introduction of bio-fuels is viewed as one means of contributing to both economic growth 
and environmental preservation, given their benefits for regional economies and their ability to reduce greenhouse 
gas （GHG） emissions. To date, however, these impacts have been calculated separately and few studies have 
evaluated both the economic and environmental impacts in a single framework.
　　This study calculates the economic impact and volume of GHG emissions using a case study involving bio-
ethanol production in Tokachi, Hokkaido, and then integrates these impacts by means of eco-efficiency to analyze 
whether the introduction of bio-fuels creates an economic-environment co-benefit.
　　The results show that bio-ethanol production in Tokachi region produces a larger economic impact when 
the reduction of GHG emissions compared with the use of gasoline is considered. We conclude that bio-ethanol 
production creates an economic-environment co-benefit in the region. To produce bio-ethanol that is even more 
eco-friendly, the aim should be to try to use more domestic inputs that are produced with lower GHG emissions.
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